
情報通信審議会 郵政政策部会（第４回）議事録 
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村本 孜（部会長）、井手 秀樹（部会長代理）、井野 勢津子、斎藤 聖美、中山

 弘子                  （以上５名） 

 

⑵ 臨時委員（敬称略） 

  及川 公子、関口 博正、竹内 健蔵、山田 忠史  （以上４名） 

 

⑶ 説明者（敬称略） 

（一般社団法人信書便事業者協会） 

伊東 博（会長）、岩之上 利弘（事務局長） 

（佐川急便株式会社） 

山本 将典（東京本社営業部長）、黒川 泰之（東京本社営業部営業戦略担当部

長） 

（ヤマト運輸株式会社） 

長尾 裕（常務執行役員）、高橋 暢晴（営業戦略部部長） 

（日本郵便株式会社） 

立林 理（執行役員）、鶴田 信夫（執行役員） 

（三菱総合研究所） 

中村 秀治（情報通信政策研究本部長）、吉田 正子（嘱託研究員） 

 

⑷ 総務省 

（情報流通行政局郵政行政部） 

今林 顯一（郵政行政部長）、椿 泰文（企画課長）、岡崎 毅（郵便課長）、藤野 

克（貯金保険課長）、三浦 文敬（信書便事業課長）、 

 

参考資料２ 
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川野 真稔（国際企画室長）、松岡 幸治（郵政行政総合研究官）、 

渡部 祐太（郵便課課長補佐） 

 

⑸ 事務局 

   倉橋 誠（情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長） 

 

４ 議 題 

⑴ 関係事業者ヒアリング等 

⑵ ユニバーサルサービスコスト算定に関する手法等について 

⑶ その他 
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開  会 

 

○村本部会長  村本でございます。定足数を満たしておりますので、早速始めたいと思

います。 

 

議  題 

 

  （１）事業関係者ヒアリング 

 

○村本部会長  最初に議題（１）として、郵便・信書便市場の活性化に向けて事業者の

方のご意見をお伺いいたしまして、その後、質疑応答ということにさせていただきたい

と思います。 

  最初は、一般社団法人信書便事業者協会の伊東会長よりお願いいたします。 

○信書便事業者協会伊東会長  お手元の資料に基づきまして、ご説明申し上げたいと思

います。 

  私どもの信書便事業者協会でございますけれども、当協会は信書便事業者の業務の適

正な運営、業界の活性化を図ることを目的といたしまして、平成２３年度に任意団体と

して発足いたしました。その後、いろいろな方々のご協力を仰ぎまして、信書便事業の

活性化に関する研究会というものを立ち上げまして、それを踏まえまして、本年１月に

一般社団法人として設立されました。現在、会員数は７５事業者ということでございま

す。 

  協会がどういう活動をしているかということにつきまして、お手元の資料、２ページ

目、写真を載せておりますが、協会は、研修、調査研究、会員相互の意見交換、広報、

その他ということで、研修を特に重要視しておりまして、事業の質の向上とコンプライ

アンス、それから新規参入者への啓発、事故情報、その他の情報共有を目的といたしま

して、既に全国１１カ所で会員向けの講習会を開催いたしております。この講習会には、

総務省の幹部、担当官にも講師としてご参加をいただいて、協力していただいていると

ころでありますけれども、参加者は協会員のみならず、まだ加入していない方々も含め

ましてご参加いただいているところであります。 
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  本年９月には、札幌市役所様の特定信書の取り扱いの事例の見学会を開催いたしまし

た。写真の下側でありますけれども、全国から集まりました会員の方々に、信書便事業

者が総合提案した行政の効率化と、情報の確実な保護の推進事例を視察していただきま

した。 

  今後も、会員の方々の利便性貢献のため、管轄行政省庁への各種申請の手引書の作成

等を企画しているところであります。 

  めくっていただきまして、３ページ目が協会会員事業者の地区別の参入状況でござい

ます。先ほど申しましたように、当協会の参加事業者数は７５事業者でありますけれど

も、そのうち１号役務を取得している者が６１事業者、２号役務を取得している者が３

２事業者、３号役務を取得している者が５０事業者ということでございます。そのエリ

ア別の内訳は、そこにお示ししているとおりでございますが、合計数が合わないのは複

数の役務を重複して提供する事業者が多数いるということによります。また、資本金１

億円未満の小規模事業者が多数を示しているところであります。 

  めくっていただきまして、特定信書便市場の現状であります。現在の特定信書便市場

の状況でございますが、まず１号役務は、長さ、横、厚さの合計が９０センチを超える

もの、重量４キログラムを超えるものの信書便物ということでございまして、地方公共

団体ですとか、大手企業グループの文書、書類配送の業務が多いところであります。企

業団体の顧客の要望を酌み取りまして、また地域密着型の展開で業績を伸ばしている会

員も多数出てきているところでありますが、地方公共団体からの役務の受注は入札とい

うことになりますので、昨今、厳しい経済情勢から、必ずしも価格面で満足できる取り

扱いとならない場合もあります。一方で、ＮＰＯ法人や、障害者の雇用促進向上の特例

子会社として障害者の方を配送員として採用し、こうした方の社会参加に一役買ってい

る法人もおられるところであります。 

  次に、２号役務でありますけれども、差し出したときから３時間以内に信書便物を届

けるというものでありますが、差し出しから到着まで３時間以内で配送するためのイン

フラ整備が必須でありまして、また配達時間を満足させるためには、事業エリアも限定

されている状況でございます。バイク便事業者が役務に当たる場合が大半でありますけ

れども、通信速度と一斉同報性等にすぐれた電子文書の発達と拡大はセキュリティーの

向上で一層利便性を増しているところでありまして、配達速度をメリットとした２号役

務は、今後、相当苦戦が強いられることが予想されているところであります。 
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  次は３号役務でございまして、配達料金が１,０００円を超える信書便物、１,００１

円以上になりますが、３号役務のうち電報類似サービスについて見ますと、電報市場は

少子高齢化の流れによりまして縮退傾向にはありますが、私どもが提供する信書電報は

おかげさまで成長しております。これは、電報類似サービスの参入が多様性の増加をも

たらしたことによる市場の活性化と、インターネットの普及によりまして、視覚的にサ

ービスを選べる点が消費者の皆様にご支援いただけたことによるものと思慮していると

ころであります。 

  一方で、日本郵便様のレタックスは、１,０００円を超える商品以外にも、５００円

ですとか８２０円の安価商品も販売されておるところでありまして、現在はレタックス

もインターネット受付を実施しておりまして、商品の形態ですとか、エリアや配達時間

などを見ても電報類似サービスとほとんど変わらず、１,０００円以下の配送料金を禁

じられている３号役務の信書便事業者と、公平な競争が展開されているとは思えないと

ころであります。利用者から見た実態がほぼ同じサービスであるならば、利用者の利益

の観点から、信書便事業者と日本郵便さんとは公正な条件のもとでサービスを提供する

必要があるのではないかと考えているところであります。 

  今後の課題でありますけれども、めくっていただきまして、現状を鑑みた今後の活性

化に向けた課題につきまして、以下のように考えているところであります。現在の特定

信書便事業は、地域顧客に密着した送達事業、配達インフラに応じた事業規模、多様性

と付加価値化が事業展開のフィールドとなっておりまして、特定信書便事業の拡大のポ

イントは、信書便物に関する国民全体の認識が向上していくこと、抜本的な制度の検討

を進めていかれることが中長期の課題であると考えております。 

  最後に、規制緩和そのものの議論ではなくて大変恐縮ではありますけれども、当然の

ことながら信書の重要性あっての私どもの事業と考えておりまして、一層の周知を図っ

ていただきたいと考えておるところであります。また、貨物業界から参入する会員が多

いところでありまして、信書という情報の確実な保護、伝達が必要な分野であるという

点を重く受けとめて、私ども会員の啓発を図っていきたいと考えております。 

  また、宅配便、ダイレクトメール、携帯メール、インターネット、スマートフォン等

の普及によりまして、社会インフラが急速によくなってきた反面、通信の秘密や信書の

秘密に対する社会的な教育が追いついていない、かえって信書に対する認識を混乱させ

ていて、個人情報の保護を危うくしていることがないかと懸念しております。素直に申
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せば、封をしてあるものは原則として信書だという認識を国民が共有してくれることが

まず第一に求められることなのではないかと考えております。 

  信書便事業者協会からは以上でございます。 

○村本部会長  ありがとうございました。 

  それでは、２番目に佐川急便からよろしくお願いいたします。 

○佐川急便（株）黒川営業戦略担当部長  佐川急便の黒川です。よろしくお願いいたし

ます。 

  弊社におきましては、もう既に特定信書便事業者となっておりますので、この特定信

書便事業の取り組みの内容について、事例を踏まえてご説明をさせていただきたいと思

います。 

  １ページおめくりいただきまして、まず弊社の特定信書便の事業認可の経緯について

ご説明をさせていただきます。 

  ２００９年３月に、特定信書便事業の１号役務と３号役務の事業認可を取得して、飛

脚特定信書便としてサービスを開始しております。その後の２０１１年５月、今度は１

号役務と３号役務について、航空機を利用した特定信書便の航空便ということで追加認

可を取得して、飛脚特定信書航空便としてサービスを開始しております。これ以降、信

書便の全国の翌日配達が可能となっております。当然、一部離島等は除きますけれども、

ほぼ翌日配達が可能なインフラになったということになります。 

  当初、２００９年３月の事業認可と航空認可のタイムラグが発生しているのですけれ

ども、これは一番下の※（アスタリスク）にありますけれども、当時、弊社の中で、航

空便の搭載貨物に関してはグループ会社がハンドリングをしているような状況がござい

ました。そういった観点から、そのグループ会社が一次委託先となって、航空キャリア

さんが二次委託先になる。その先、空港に着いてから、さらに物を運ぶ幹線会社がある

のですけれども、ここが３次委託先になってしまうということから、委託の問題でちょ

っと事業認可の申請ができませんでした。これが２０１１年、組織の編成に伴って、航

空搭載貨物の事業に関しては佐川急便に統合されたことによって、航空便の認可の取得

が実現できたという内容になっております。 

  続いて、次ページになりますけれども、これは弊社が今、取り扱っております飛脚特

定信書便の取扱通数の実績です。 

  上段が、弊社の飛脚特定信書便としてのサービスの実績になります。グラフの左側、
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２０１０年が２３万通、以降２０１１年で１１８万通、２０１２年度で２０８万通、２

０１３年度、今年度においては、予測ですけれども、約３００万通を達成できるのでは

ないか。今現在、４月から１１月の累計実績で１９０万通の取り扱いになっております。 

  下段になりますが、こちらは特定信書便事業者全体の取り扱いの中での弊社のサービ

スの占有率になっています。同じように、グラフの一番左側、２０１０年度、全体の６

２８万通に対して割合的には３.２％だったものが、２０１３年度、一番右側になりま

すけれども、全体の中で約２４％の占有率になるのではないかと予測をしております。 

  次ページ、おめくりいただきまして、今度は弊社が取り扱っている飛脚特定信書便の

役務の内訳と、取扱商品の分類のグラフになっております。 

  左側のほうが、佐川急便が取り扱っている役務の内訳になります。見てのとおり、３

号役務が全体の５３％、１号役務が４７％になっています。その下に、事業全体の割合

を示している表がありますけれども、事業全体で見ると、１号役務が５８％、３号役務

が３８％ということで、１号役務の割合が高いですけれども、弊社のサービスとしては、

どちらかというと料金の規定がある３号役務のほうが割合的には高くなっています。 

  続いて、右側のほうですけれども、取扱商品の分類です。割合の中で一番多いのは店

間輸送、いわゆる企業の本社、支店、店舗といった店間の輸送に関する書類で、これが

約３５％です。続いて請求書の類が２５％、そして証明書の類が１５％、あとは答案用

紙類が１０％。以降、許可書類、ＤＭ、その他ということで続いております。 

  次ページに行っていただきまして、こちらはサービスの事例を２つ挙げさせていただ

いております。 

  まず、１つ目として、先ほど取扱商品の分類の割合が非常に多かった店間輸送の書類

の流れでございます。左側は、従来、クライアントさんが行っていたフローになります。

上から下に流れていきますが、例えば一番上、本社で支店のほうに荷物を送りますとい

ったときには、荷物に関しては宅配便で送ります。ただし、そこにかかわる指示、案内

といった文書に関しては郵便を使って送ります。支店は、到着した両方を突合して確認

作業を行った上で、さらに下部組織である営業所であったり、店舗、こういったところ

に指示を出したり、納品をしていくという流れになっております。 

  右側になりますけれども、弊社の飛脚特定信書便をご案内させていただくことで荷物

と書類を同時に届けます。真ん中の本社を起点に、左上の支店から、その下に下がって

いただいて店舗、さらに右側に行っていただいてエンドユーザーさん、さらに上に上が
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っていただくと、中には物流センター等々を構えている企業さんもございます。こうい

ったところをメッシュ型で、荷物と信書便を同時に弊社の特定信書便で輸送させていた

だいているという流れになります。 

  左側の下になりますが、お客様の声として挙がっているのは、やはりリードタイムの

短縮ができているというお声を多くいただいております。当然、荷物と書類が別々に届

きますと、そこで起こる作業、その中で業務的にかなり時間がかかってしまうという問

題が解決できている。あとは、コストの削減ということで、当然、二重コストが発生し

ておりますので、こういったものの削減ができている。あるいは、付加サービスの利用

ということで、これは主に宅配便で使っていただいている時間帯サービス、受領印の確

認、貨物の追跡、そして大量出荷時の荷札、送り状の印字、こういったところでのメリ

ットが生まれているという内容になっています。 

  次ページ、おめくりいただきまして、こちらはサービス事例の２つ目ですけれども、

付加価値輸送サービスということで、弊社の付加価値輸送サービスと複合した特定信書

便のサービスになります。上段が、信書便の配達プラス、商品あるいは役務の代金の収

受になります。左側のクライアント様から右側の消費者様に向けて、飛脚特定信書便で

荷物をお送りします。その配達をする際に代金を回収するというものになります。 

  こういった運用に関しまして、どのようなクライアントさんが多く使われているかと

いうと、下の赤い枠でくくっておりますけれども、特に会員登録が必要な企業さん、あ

るいは契約書の送付と同時に契約手数料であったり、あるいは口座を開設する手数料を

必要とする企業に対して、こういったサービスを提供させていただいております。例で

申し上げますと、まず証明書の配送をして、証明書の発行手数料をその場で回収させて

いただく、あるいは会員書の配付と同時に会員登録料を回収させていただく、そういっ

た流れになっております。 

  下段に行っていただきまして、今度は信書便の配達とセキュリティーという観点で付

加価値をつけた輸送サービスになります。これは、同じようにクライアント様からお客

様に対して飛脚特定信書便で送る際ですけれども、お客様の下に絵がございますが、専

用ケースをご用意させていただきます。この専用ケースはＰＨＳの端末機が搭載されて

いまして、なおかつダイヤルロック式の専用ケースになっております。その結果、常に

荷物の位置情報がリアルタイムに確認できるという付加サービスになっております。 

  同様に、どのようなクライアントさんが多く使われているかと申しますと、保険会
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社、銀行、証券会社、最近は学校関係、あるいは塾といったところが多くなっておりま

す。特に保険会社、銀行、証券会社などに関しましては、証明書、証書、許可証等々が

ございます。最近、増えてきている塾であったり、学校関係で申しますと、いわゆるテ

ストの答案用紙、あるいは、それらの結果通知書といったものの輸送に多く使われてお

ります。 

  次ページ、お願いいたします。弊社がサービスを開始してから、クライアント様、出

荷人様側の信書に対する認識というのは非常に向上してきていると考えております。と

はいいながら、課題としてはまだまだかなり多くあるのではないかと考えております。

その中でも、やはり荷主様側と荷受人様側、荷物を送る側、受け取る側での信書に関す

る認識にまだまだ温度差があるのではないかと感じております。その結果、双方の利便

性を損ねるというような意見も散見されております。 

  その下に、お客様の声から生まれている課題ということで、これは実際にクライアン

ト様、あるいは荷受人様からいただいている声の中から挙がっている課題になります。

大きく３つ挙げさせていただいております。 

  １つ目としては、１号役務のサイズ規定について合理的ではないというお話をいただ

いております。そもそも９１センチを超えるというところで、クライアント様側から、

実際にどういう資材を使ったらいいのか、なかなかわからないというご意見をいただき

まして、弊社としても専用の封筒をご用意しております。 

  実際の封筒がこちらになりますけれども、この封筒はちょうど９１センチということ

で１号役務の規格を満たしているサイズになっております。とはいいながら、この中に

Ａ４の書類を入れて送るということになりますと、出荷人様側の意見としてはやはりあ

まり合理的ではないと。なおかつ、これを受け取る荷受人様のほうからは、やはりごみ

が多くなる、あるいは環境に対しての配慮は考えられているのかというような声を多く

いただいております。 

  ２つ目として、３号役務の料金に関しては１,０００円を超えるところがございます

が、ここの料金がやはり若干高い。 

  ３つ目として、信書の基準が非常に判断しづらい。現状、信書の定義としては、特定

の受取人に対して、差し出した人の意思を表示したり、事実を通知する文書となってい

ます。具体的に、請求書、許可書、証明証といったものは非常に判断がつきやすいので

すけれども、いわゆる書類、書籍、あるいは会議招集の案内といったものに対しての判
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断が非常にしづらいというようなご意見を多くいただいております。 

  こういったお客様からの声を含めて、これらの課題を考えますと、やはり特定信書便

にかかわる基準の見直しをすることで、信書便市場の活性化につながっていくのではな

いか。さらに、そうすることで顧客の利便性の向上につながっていくのではないかと考

えている次第でございます。 

  佐川急便からのご報告は以上となります。ありがとうございました。 

○村本部会長  ありがとうございました。 

  引き続きまして、ヤマト運輸さん、お願いいたします。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  ヤマト運輸の長尾でございます。本日は、この

ような機会を頂戴しまして、まことにありがとうございます。 

  お手元に概要、並びに別紙と書かれました２書類の資料をお配りしております。基本

的には概要に沿って説明をしてまいりますが、時々、別紙をごらんいただくことがあり

ます。よろしくお願いいたします。 

  さて、これまで当社は、信書の規制に関しましては信書定義を撤廃するように求めて

まいりました。しかし、これから具体例を挙げて説明をしますとおり、近年、お客様が

郵便法違反の容疑者にされる事態が多発をしております。そこで、当社は、従来の主張

を変え、規制の条件を誰にでも客観的に判断できる外形基準に改めると同時に、送り主

に対する罰則規定を廃止することを提案いたします。 

  まず、お手元の概要、２ページをごらんいただきたいと思います。１つ目の具体例で

ございます。こちらのフリップをごらんください。これは、今年の５月２５日にテレビ

放映されたバラエティー番組のワンシーンであります。芸能人の母親が息子宛てに荷物

と一緒に送った手紙が紹介されています。 

  お手元、別紙と書かれた資料の別紙２をごらんください。息子の近況を案じた短い手

紙でございます。この手紙について、視聴者から当社に、信書を宅配便で送っている、

郵便法違反ではないのかというお問い合わせをいただき、総務省に確認をしたところ、

違反であるとの判断をいただきました。理由は、荷物に関して一言も言及していないの

で、信書を宅配便で送ったことになるとのことでありました。しかし、総務省は、この

違反を捜査当局に告発することはしませんでした。 

  ２つ目の具体例を紹介します。別紙３をごらんいただきたいと思います。メール便や

宅配便で信書を受け取った方が告発し、送り主と運送会社が警察の取り調べを受け、書
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類送検されるケースであります。 

  代表例を２件紹介いたします。別紙４をごらんください。１件目は、ある県の職員が

住民に文書をメール便で送ったものであります。２件目は、ある外資系ＩＴ企業がユー

ザーに文書を宅配便で送ったものであります。いずれも、受取人が郵便法違反ではない

かと警察に告発をいたしました。どちらの事件でも、送り主は違反を認識していなかっ

たとのことですし、運送会社は荷物の中身までは確認できないとのことで、２件とも最

終的には不起訴処分となりました。 

  お手元の概要、３ページ目をごらんください。ここで、５つの問題提起をしたいと思

います。 

  その前に、郵便法についても確認をしておきます。第４条によると、誰も他人の信書

を運ぶことを商売にしてはならない。また、これに違反して信書を運んでいる人に運送

を委託してはならない。ただし、貨物に添付する無封の添え状、または送り状は運んで

もよいと定められており、信書とは、特定の受取人に対し差出人の意思を表示し、また

は事実を通知する文書とされています。また、第７６条では、第４条に違反した者は事

業の独占を乱す罪として、３年以下の懲役、または３００万円以下の罰金に処すると定

められております。 

  そこで、５つの問題提起に戻ります。第１の問題は、何が信書に当たるのかが非常に

わかりにくいという点であります。最初の事例では、母親の手紙には荷物に関する言及

がないため、添え状には当たらないと判断されました。一般の生活者に、このような微

妙な違いがわかるでしょうか。ゆうメールや、ゆうパックにも、時々、信書が混在して

おります。こちらのダイレクトメールをごらんください。これは、ゆうメールで弊社の

社員宛てに届きましたが、総務省に確認したところ、郵便法違反であるとの判断を得ま

した。つまり、日本郵便でさえも信書かどうか判断は難しいのであります。 

  また、別紙７にあるとおり、総務省のホームページには、応募者が企業に履歴書を送

るときは信書であるが、返送されるときは信書ではないと書かれております。この法律

は、外資系の運送会社が日本国内で荷物を運ぶ際にも適用されますが、このように不可

解な法律を私たちは海外の人に説明できるのでしょうか。 

  第２の問題は、一般の生活者が罪を犯そうという意思がないのに、法律違反の容疑者

にされるリスクにさらされているということであります。先ほど紹介したいずれの具体

例でも、何が信書かわかりにくいがゆえに、送り主はそれが信書に当たるとは思ってい
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ません。しかし、疑われたり、取り調べられたりしました。本日ご列席の皆さんも、ご

家族や、お友達に荷物と一緒に手紙を送る際、書き方次第では郵便法違反の容疑者にさ

れかねないということであります。 

  第３の問題は、郵便法違反で告発されるケースと告発されないケースがあるという点

であります。最初の具体例では、総務省は郵便法違反に当たると明確に判断を下してい

るにもかかわらず、告発することはありませんでした。郵便法違反には、罪になる場合

と、ならない場合があるのでしょうか。 

  第４の問題は、この法律は一体誰を守ろうとしているのかという点であります。いず

れの具体例でも、手紙や文書は途中で開封されていません。つまり、送り主にも受取人

にも被害はありませんでした。では、一体誰が被害者なのでしょうか。一般の生活者を

容疑者にしてまで守ろうとしているものは一体何なのでしょうか。 

  第５の問題は、このように問題だらけの法律を放置しておいてよいのかという点であ

ります。日本の生活者にも、海外の人にもわかりにくい。運送会社の人にも、郵便局の

人にもわかりにくい。それなのに、誤って送ったり運んだりすると、送り主も運送会社

も法律違反の容疑者にされかねない。このような法律を放置すれば、便利な輸送サービ

スを安心して利用することも提供することもできません。 

  以上、具体的な事例をもとに５つの問題提起をさせていただきました。 

  そこで、こうした状況に対する当社なりの解決策を提案したいと思います。お手元の

概要、４ページをごらんください。 

  現在、郵便法第 4条では、誰にとってもわかりにくい信書という内容基準を規制の条

件にしております。私たちは、これを誰もが客観的に判断できるサイズという外形基準

に改めると同時に、違反した場合の送り主に対する罰則規定を廃止することを提案いた

します。これまで、私たちは信書定義の撤廃を主張してきました。しかし、お客様を郵

便法違反の罪から守るためには、誰にでも判断できる外形基準の導入しかないと思い至

りました。別紙１０にあるように、日本郵便もかつて外形基準の導入を求めていますし、

別紙１１にあるとおり、本年１０月には、経団連も外形基準の導入と送り主に対する罰

則規定の廃止を提言しています。 

  そもそも信書規制の目的は、ユニバーサルサービスの確保と信書の秘密の確保にあり

ます。外形基準を導入すれば、外形基準の範囲内の送付物はこれまでどおり日本郵便が

独占して送付することになるので、ユニバーサルサービスは確保されます。また、信書
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定義を撤廃しないため、信書の秘密も従来どおり確保されます。 

  このように、規制の範囲を誰にでもわかるよう明確化することで、生活者が誤って法

を犯すリスクがなくなります。運送会社は、安心して新しいサービスを開発できます。

また、グローバルスタンダードともそごがなくなります。その結果、日本経済の成長に

寄与できると考えております。当社の既存事業への影響は避けられませんが、当社はこ

れまでの主張を変えてでも、生活者視点の規制改革が実現されることを強く望んでおり

ます。 

  最後に、別紙１３にあるとおり、総務省の研究会では、２００８年６月に報告書を発

表し、郵便のユニバーサルサービス確保を担保した上で、参入事業者が法令によりサー

ビス範囲及び水準を規律される形ではなく、創意工夫してサービス提供ができる制度に

変えていくことを検討すべきであると提言しておりますが、この議論は中断されたまま

になっていることを指摘しておきたいと思います。 

  郵政政策部会の皆様におかれましては、ぜひ信書規制における外形基準の導入と、送

り主に対する罰則規定の廃止をご検討いただき、生活者のためになり、日本経済の成長

につながる真の規制改革を実現していただきたいと存じます。 

  以上が、弊社からの意見、並びにご提案でございます。ご清聴ありがとうございまし

た。 

○村本部会長  ありがとうございました。 

  それでは、続きまして日本郵便さん、お願いします。 

○日本郵便（株）鶴田執行役員  日本郵便株式会社の鶴田と申します。よろしくお願い

いたします。 

  私どものほうは、郵便法によりまして、現にユニバーサルサービスを提供している事

業体でございますので、本日はユニバーサルサービスの具体的な提供状況ということで

ご説明をしたいと思います。タイトルは「郵政事業」と書いてありますが、今回は「郵

便事業」のユニバーサルサービスについてご説明したいと思います。 

  郵便のサービスについては、皆さん十分ご承知の話ですので、また時間も限られてお

りますので、特徴的なところを何点かご説明したいと思います。目次に（１）から

（７）までありますけれども、こういう点についてまずご説明をしたいと思います。ペ

ージでいいますと４ページ目からになります。 

  まず、ユニバーサルサービス、全国あまねく郵便を配達しているわけですけれども、
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どれぐらいの通数があって、箇所数があるのかという全体の数字をご説明しております。

平成１６年度、２０年度、２２年度、数字を並べておりますが、総数としましては下の

表にありますように、もともと２５０億通あったのが２２３億通というところまで減っ

てきています。これを１日当たりの配達数で申しますと、平成１６年度、６,９００万

通が、平成２２年度ですと６,４００万通に減少してきております。 

  ただ、通数のほうはいろいろな電子媒体の普及で下がってくるわけですけれども、箇

所数、１日何カ所に郵便物等を配達するかというところは、調査によりますと３,００

０万ケ所前後であまり変わっておりません。これは何を意味しているかといいますと、

郵便物というのは数が減っても、結局、配達する箇所は減らない、回らなければいけな

いところは回らないといけないという状況でございます。 

  つまり、収入のほうは通数が減っていくにつれて減っていくわけですけれども、かか

るコストのほうは、配達箇所数が減りませんので、あまり減らない。こういう状況が構

造的にあるということでご理解いただければと思います。 

  もう１点、地域ごとの配達効率というものを５ページ目につけております。これが特

にユニバーサルサービス、均一料金でやる、全国一律でやる必要性につながるわけでご

ざいますけれども、郵便物を１通配達するのにどれくらいバイクや徒歩で動かないとい

けないかということをあらわしております。 

  大都市のＡ局、都心部の局ですけれども、ここは１通配達するのに、平均値ですけれ

ども、５メートルほどで足りる、５メートルごとに１通配達するということになります。

これが東京都でも多摩の奥のほうに行きますと、１１３.８メートルということで、か

なり効率が違うということです。さらに、面積の広い岩手県の例ですけれども、田舎の

ほうに行きますと、１通配達するのに平均で７５８メートルかかる。つまり、１５０倍

ぐらいの配達効率の差があるということです。これを均一の料金で提供しないといけな

いということがユニバーサルサービスの構造になります。 

  続きまして郵便差出箱の配置状況です。配達を全国あまねく行うことに加えまして、

全国どこからでも随時、簡便に差し出される方法ということで、郵便差出箱を設置して

おります。その分布状況ということでご説明したいと思いますけれども、現在、全国の

郵便差出箱は約１８万本置かれております。下のほう、１,０００人当たりの設置本数

ということですと、平均的には全体で１.４本という密度で置いてあるわけでございま

すけれども、過疎地のほうになりますと、もっと密度を高く置いておりまして、過疎地
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域自立促進特別措置法により指定された地域ということで捉えておりますけれども、こ

こに３.３万本。下のほうにありますが、人口１,０００人当たり３.２本ということに

なります。全国どこからでも随時、簡便に差し出されるということで、過疎地のほうに

はより厚く配置をしている、それだけコストがかかっているという状況をご理解いただ

ければと思います。 

  それから、よく話題になりますので、次に郵便局数の推移のほうもつけております。

郵便のユニバーサルサービスとは直接は関係ない部分もありますけれども、日本郵便株

式会社法で郵便局を全国あまねく設置しなければならないと規定をされておりまして、

過疎地域においても７,０００局以上を設置しております。一時期、過疎地で、一時閉

鎖などで数が減った部分があったのですけれども、ここもいろいろ工夫をしまして再開

するということで、過疎地域においても７,６９１という郵便局を維持しております。 

  それから、郵便料金です。ユニバーサルサービスの重要な要素であります全国均一料

金、なるべく安くというところでございますけれども、ここは法令により規定が設けら

れておりまして、こちらの審議会のほうでも、先日、消費税の関係でお世話になりまし

たけれども、郵便料金の推移をここに記載しております。 

  平成６年に、第一種定形２５グラム以内を８０円ということにしまして、それ以降、

約２０年間、８０円ということで維持をしてきております。この間、冒頭述べましたよ

うな郵便物数が減ってくる、あるいは、実は消費税の値上げがこの間１回あったのです

が、それはのみ込みまして料金を維持してきております。今回、消費税を５％から８％

に上げることに伴いまして、８０円のところを８２円にお認めいただいて、２０年ぶり

の値上げということになりますが、その料金で何とか運営しています。これができるの

も、都市部の収益の高いところの収益で全体を賄うことで維持しているということでご

ざいます。 

  あと、トピック的になりますけれども、東日本大震災時の対応ということで９ページ

目に書いております。郵便を全国に必ず配達しなければならないという義務がございま

すので、震災時において、多くの社員ないし社員の家族も被災したわけですけれども、

バイクが行けなくても徒歩で配達する、あるいは近隣のお宅を借りる等々の方法で、被

災地においても郵便の配達を維持、継続したということでございます。特に、避難所に

いた方も郵便局員が訪ね歩いて、行った先を調べて配達するということでやっておりま

した。これも、私どもの社員が郵便を届けると、ユニバーサルサービスを維持するのだ
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という非常に強い使命感のもとで動いてくれたおかげだと思っております。 

  そのほか、被災者への支援ということで、いろいろな施策をやっております。 

  あと、ユニバーサルサービスの構成要素としまして、差し出された日から３日以内と

いうことがあるわけですけれども、これについては私ども社内でさらに郵便日数表とい

うものを決めておりまして、規定は３日以内ですけれども、実際には翌日ないし翌々日

に、ほとんどの地域は配達するというサービスレベルを決めております。ただ、基準を

決めるだけで守られないと意味がないということですので、その基準どおりにちゃんと

配達できているかということを社内で調査しております。 

  グラフのほうにありますが、現在、全国平均で９８.５％が日数表どおりに配達でき

ているということでございます。ここを毎年調べまして、遅れる郵便物があった場合に

は、運送便とか業務の方法に問題がないか確認をして、きちんとサービスレベルを守る

ということで喚起しているところでございます。 

  以上、ユニバーサルサービスの主な構成要素に関連して、現状、どういうことかとい

うことをご説明させていただきました。 

  最後に、信書便事業に対する考えということでつけております。もちろん、私ども信

書便法で直接規制される立場ではございませんので、ユニバーサルサービスを義務づけ

られている事業者として、念のためでございますけれども、どういうふうに考えている

かということを簡単にコメントしております。 

  私どもとしまして、現在の信書便事業に対する規制というものは、国民の基本的な通

信手段である信書の送達のユニバーサルサービスを確保するということで設けられたも

のであり、参入事業者によるクリームスキミングを防止するために必要な内容として定

められたものであると認識をしております。 

  また、特定信書便事業の現在の業務範囲につきましては、ユニバーサルサービスの確

保に支障のない範囲で、高い付加価値を有するサービス等に設定されているものと理解

しております。 

  弊社といたしましては、健全な競争によるお客様利便の向上を図るということは重要

であると認識しておりますけれども、我が国における信書の送達のユニバーサルサービ

スが今後とも適切に確保されることが前提と考えております。参入事業者にクリームス

キミングの余地を与えるようなことがありますと、私どものユニバーサルサービスの確

保に影響が及ぶという懸念がございますので、そういうことがないように検討が行われ
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ることを希望したいと考えております。 

  簡単ですけれども、以上でございます。 

○村本部会長  ありがとうございました。 

  ４事業者様から、それぞれご意見、ご説明をいただきましたので、しばらく質疑とい

うことにさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

  では、私から。事業者協会様が最後にレタックスさんの話をされたと思いますが、こ

れについて、もう少しご説明をお願いできますか。 

○信書便事業者協会伊東会長  レタックスそのものは、郵便局でＦＡＸサービスが申し

込めるというものでございまして、郵便局に行きまして、書いたものがＦＡＸで送られ

まして、それが台紙に貼付されて届けられるというものであります。これは、今までは

郵便局での申し込みということでありましたけれども、最近はインターネットからも申

し込みができるというふうになっておりまして、見た目は類似サービスとほとんど同等

のものであると認識しているところであります。 

  ということで、よろしゅうございましょうか。 

○村本部会長  どのような問題がおありなのでしょうか。 

○信書便事業者協会伊東会長  実は料金そのものが、特定信書便のほうにつきましては

１,０００円以上とされているわけですけれども、レタックスさんの場合には５２０円

という価格も認められているというところが、似たようなサービスであるのに価格が違

うというところについては、少しご検討される余地があるのではないかと考えていると

ころでございます。 

○村本部会長  ありがとうございます。どうぞ。 

○井手部会長代理  ヤマト運輸さんの資料について、ご質問させていただきます。 

  外形基準を導入するという新たな提案について、いただいた資料の１３ページですが、

確かに日本で外形基準を入れるというのも一つの方法ですけれども、アメリカのように、

もしユニバーサルサービスを確保するために独占を一部でも確保することになると、今、

提供している、例えば３５０グラム以下のものは宅配事業者が送れなくなります。現状、

サービスが提供できているものも、できなくなるということが起きますけれども、それ

でもいいのでしょうか。 

  ２点目は、日本の場合、一般信書便事業は独占だと書いていますけれども、小泉政権

のときに法律的には完全に自由化しており、一般信書便事業に誰も入ってこないので事
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実上独占になっているだけで、法律的には競争分野ということになっています。特定信

書便と同様、一般信書便に参入を表明すれば入れますので、これは少し誤解を生むので

はないでしょうか。 

  それから、佐川急便さんとか、ヤマト運輸さんといった運送会社は、信書かどうかと

いうことについて、周知する努力をされているのかどうか。ポスト投函ではなく、対面

で受け付けていますから、この中身は何かということも確認できますよね。運送会社と

してのそういう努力はしているのかどうかということについて、お聞きしたいと思いま

す。 

  以上です。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  お答えをしたいと思います。 

  どういう基準を設定するかという問題であろうかと思っています。当然ながら、提案

の中でもお話をしましたように、一部の我々の既存のサービスに対して影響が出る可能

性はあるという想定はしております。ただ、それよりも、先ほどご提案をさせていただ

きましたように、お送りになられたお客様が、結局、非常にわかりにくい信書の内容基

準によって、今、判別されているために、やはりお客様が容疑者になることは防がなけ

ればいかんということが我々の提案の骨子でございます。 

  あと、一般に開放されているではないかという部分のご質問かと思いますが、では一

般信書便事業にどこかが参入をされたでしょうかということでございます。非常に高い

参入障壁があるということは、いろいろな場所でお話はさせていただいたと思いますが、

本日はそこが論点ではございませんので、お話し申し上げるつもりはございません。で

は、一般信書便事業にどこかが果たして参入されたのでしょうかということで、おわか

りをいただけるのではなかろうかと思っております。 

  もう１点、周知の努力であります。例えば、弊社のクロネコメール便という投函サー

ビスがございます。お客様が容疑者になるという事例が発生をして、我々としても改め

て追加的にそこの周知徹底は図らなければいけないということで、従来やっている認知

の取り組みに加えて、例えば今、クロネコメール便は、ご出荷をいただく際に出荷票に

わざわざ「この中には信書は入っていません」というご署名をご依頼主様からいただく。

これは非常に手間なお話だと思っております。でも、弊社としては、今、そこまでやら

せていただいて周知を図っているということであります。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  １つ補足させていただきたいのですが、独占
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の表記についてですけれども、今、私たちが一番問題だと考えているのは、お客様が罪

の意識もなく送ったことによって、法違反の容疑者のリスクにさらされているというこ

とが一番問題であると思っておりまして、それというのは事業の独占を乱す罪というこ

とで法違反であると言われているわけであります。この基準を、信書というわかりにく

い基準ではなくて、その範囲をもっと明確に、例えば大きさによる外形基準で誰にでも

わかるようにする。法違反か、そうでないかというのが誰にでもわかるような制度にす

べきであると申し上げたいと思っております。 

  以上です。 

○村本部会長  ありがとうございます。どうぞ、お願いいたします。 

○及川臨時委員  私も、外形基準について、具体的にどういうサイズをお考えかという

ことをお聞きしたいと思いました。あとは、今回の提案がユニバーサルサービス確保に

具体的にどのようにつながっていくのか、もう少し説明をしていただきたいと思います。

日本郵便様から説明のあったユニバーサルサービスに関する負担コストに対して、どう

影響するとおっしゃるのでしょうか、そこの説明をお願いしたいと思います。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  外形基準で明確になることによって、ある程

度の独占領域が確保されるということだと思いますけれども、それによってユニバーサ

ルサービスが確保されるべき水準に定められる、必要最小限のレベルで定められる必要

があると思っております。それが私どもとしてどの程度の数字になるかというのは持ち

合わせておりませんけれども、その辺はご議論いただきまして、基準をお示しいただく

ものと考えております。 

  以上です。 

○及川臨時委員  よろしいでしょうか。 

○村本部会長  どうぞ。 

○及川臨時委員  実は、私、岩手県から参りました。昨日でちょうど２年９カ月が過ぎ

ましたけれども、被災地はまだ何も変わっておりません。全部流されております。仮設

住宅に住んでいるお年寄りは、年金などを下ろしに行くのに、歩いて行ける郵便局とい

うところがなくては本当に困ります。私が住んでいるところは、１２０軒足らずの地域

ですけれども、そこでもポストが２カ所ございます。７００世帯のところに、郵便局の

店舗が３カ所もあります。そうでなければ、山奥から、タクシーで片道５,０００円ぐ

らいかかるところから中心部に出ていかなければなりません。コストの関係もあります
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でしょうが、これ以上、郵便局の店舗を削減していただいては非常に困ると思っており

ます。 

  以上でございます。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  地域のお客様に便利にお使いいただいている

郵便局さんのネットワークというのは、当然、維持されるべきですし、ユニバーサルサ

ービスというのは維持されるべきだと考えます。私どもが申し上げたいのは、それを維

持するということと、荷物を差し出すときにそれが信書に当たるかどうかということが

非常にわかりにくいので、ユニバーサルサービスを確保するための基準は、郵便法違反

にならない基準は明確にすべきであると思っております。そうすれば、ユニバーサルサ

ービスも維持した上で、一般の生活者の皆様も法違反に問われるリスクがなくなる、安

心して書類なり、荷物が出せるようになるということを申し上げております。当然、ユ

ニバーサルサービス、地域の方々に便利にお使いいただくネットワークというのは維持

されるべきだと考えます。 

○及川臨時委員  あと１つよろしいですか。 

○村本部会長  はい、どうぞ。 

○及川臨時委員  実は私、メール便で出した文書がなかなか届かなくて、会議に間に合

わなかったという経験があります。下請けの下請けだと、ある程度まとまらないとコス

トがかかるということもあったかもしれませんが、そういうことが３回ぐらい起きまし

て、それからは郵便で出すことにしているのですが、山奥の一軒家であれ、何であれ、

同じにサービスをしていただけるかどうかということがちょっと心配なのですけれども、

大丈夫でしょうか。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  手前どもも、日本全国に３,９００カ所の集配

拠点を設けてございます。そこから全て集配を行っておりますので、おっしゃるとおり、

山間部というのは非常に条件が悪いのは承知しております。ただ、我々も毎日、宅急便

であれ、クロネコメール便であれ、お届けすべき商品が、我々もお預かりをして、お届

けに毎日お伺いをしているという状況でございます。我々、山奥であってもちゃんと正

社員を配置して、これは我々の業界、皆さん、密度の差はあれ、同じようなネットワー

クを築かれてきていると認識をしております。 

○井野委員  よろしいですか。外形基準の導入によって利用者様の利便性が増すという

ことは理解できますし、良いことだとは思うのですが、ヤマト様のご提案ですと、それ
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によって宅配便市場が活性化し、日本経済の成長につながるというコメントがあるので

すが、利便性が増すだけではおそらく活性化ということにはストレートにつながらない

かなと。活性化のために、例えばコスト削減、または価格の競争等で利用者の利便性を

更に増していくということは考えられるとは思うのですが、今の段階でそのあたりはど

う想定されていますでしょうか。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  今、問題となっているのは、例えば宅配便に

どういった書類を入れるかということ、それ次第によっては法違反に問われるリスクが

ある。ですので、例えば荷物に関係のない、荷物に言及のない手紙の類い、あるいは書

類の類いを入れるとすると、それが信書と判断をされて違反になってしまうという非常

に不安な状況が起こっていると認識しております。それを誰でもわかりやすくすること

によって、はっきりと認識できる、これは大丈夫だということによって、その分野にお

いては自由なサービスを開発できますので、そこで利便性を高めるサービスを提供して、

活性化していくと考えております。 

  今ですと、例えば宅配便で、ネット通販などで買ったものに対して、送り主様のほう

がその方宛てに荷物とは関係のないご案内をするとしたときに、特定の人に対する事実

の通知であったり、意思の表示だったりしますので、それは違法になる。厳密に言うと

そうなってしまいますので、そういった不安を取り除くことによって自由なサービスが

提供できるという意味で、市場活性化につながると考えております。 

○井野委員  ということは、この問題を解決することによって、サービスの多様化によ

り積極的に取り組めると。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  そうですね。宅配便で送られているいろいろ

なメッセージが、今後、個別の方に、その方に応じたメッセージがつけられていくとい

うことも、多分、お考えになっていると思うのですけれども、そういったことも自由に

行うことができるという意味で活性化するのではないかと思っています。 

○井野委員  分かりました。ありがとうございます。 

○山田臨時委員  よろしいですか。 

○村本部会長  はい、どうぞ。 

○山田臨時委員  １点だけです。ヤマト運輸さん、佐川急便さんもそうなのですけれど

も、ちょっとはっきりしないところがあります。ユニバーサルサービスというのは、も

うご存じのとおり、やはり山間部、離島部、島嶼部といった、非常にコストのかかる場
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所があります。ユニバーサルサービスはかなりコストのかかるものと捉えることができ

るのですが、ユニバーサルサービスはどなたがやるという前提で考えられているのかが

もう一つすっきりしないと感じます。お話をお伺いしていると、競争部分は皆さんで参

入して競争しましょう、でも、ユニバーサルサービスのところは誰かがやるかのように

聞こえますが、そうではないのですか。そこもやるというお話ですか。その辺がもう一

つよく分からないのですが。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  逆に質問の意味がよくわかりませんが、一般信

書事業に入るのですかという質問であれば答えようがありません。 

○山田臨時委員  答えようがないということですか。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  佐川急便さんのご意見の中にもありましたけれ

ども、やれここは行けません、あそこは行けませんという商売は、基本的には弊社も佐

川急便さんもやってないつもりであります。よって、今現在、日本における宅配便とい

うのは、かなりユニバーサルサービスと呼んでもよろしいものではなかろうかと考えて

おります。そういう概念のユニバーサルサービスであれば、現在も提供している、その

使命を持って我々は取り組んで業務を進めております。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  よろしいですか。私どもが先に、いち早く解

決すべきであると思っているのは、そのユニバーサルサービスを誰が担うか、私どもな

のかどうなのかということよりも、今、お使いいただいている生活者の皆様が違反に問

われるということだけは何とかなくしたい。その心配、普通に荷物を送る行為において

違反に問われるということだけは、はっきりした基準を設けるべきではないかというこ

とを申し上げております。 

○村本部会長  佐川急便さん、今の件で何かございますか。 

○佐川急便（株）山本営業部長  まさに今、ヤマト運輸さんおっしゃったとおり、話の

論点というところでいきますと、一般及び特定信書便という区切りではなくて、一つの

サービスとして見たときに、我々は、今、言いましたとおり全国津々浦々というのがま

ず基本です。ただ、その中で、やはり出し人も受け人もわかりにくい、もしくは送れな

いという今のサービスは、我々としては利便性という意味で使い勝手が悪いのではない

かと、まずそこを正しながらという考えが必要なのではないかと考えます。 

○井手部会長代理  今の点に関連してですけれども、特定信書便制度をつくるときに、

ユニバーサルサービスに影響を与えない範囲でということで１号、２号、３号と設けま
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した。これは、利益が上がるということで二百数十社の参入がありました。ヤマト運輸

さんの、一般信書便で誰かが入ってきているでしょうかというお問いかけの件ですけれ

ども、先ほど山田臨時委員からご発言がありましたとおり、ユニバーサルサービスはコ

ストがかかる、儲からない事業だということで誰も入ってこないという理解ができるの

ではないでしょうか。儲かるのであれば誰か入ってきているはずなので、ユニバーサル

サービスはコストがかかるという話でアメリカのような制度がある、あるいは、アメリ

カ、イギリスでも、ユニバーサルサービスをどういうふうに確保するかということで自

由にはしたけれども、やはり見直すべき点があるというのが現状ではないかと私は理解

しているのですけれども、その点について何かご意見はございますか。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  質問の論点がちょっとよく理解できません。 

○井手部会長代理  一般信書便に誰か入ってきているでしょうかという問いかけについ

てですが、これはコストがかかって儲からないため、誰も入ってきてないだけの話では

ないでしょうかということです。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  私は、そうは考えておりません。 

○村本部会長  コストの問題だけではないということですか。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  そう思います。コストだけではないと判断して

おります。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  サービスを提供するのに、やり方が定められ

ているということは、事業者としては工夫の余地がなくなると考えておりまして、そこ

は各事業者の自由なサービス提供の発想によって、さまざまな提供の仕方があっていい

のではないかと考えております。特定のやり方という定め方がされることを前提に参入

をという話になると、そこはちょっと事業の提供のあり方としては違うのではないかと

思っております。 

○村本部会長  他にいかがですか。どうぞ。 

○竹内臨時委員  日本郵便さんにお尋ねしたいのですけれども、今、全国一律の料金で

非常に厳しいというお話でした。国際郵便の場合には送り先によって料金が違いますが、

国内はどこでも同じ料金である。これだけグローバルな時代なので、あまり国内、国際

で制度を変えるのも変な感じがしますから、例えば東京を基準とするならば東京都内は

幾らでやって、関東一円は少し高く、それ以外はもっと高くといったような、地域別の

料金制度であれば、より一層ユニバーサルサービスが提供しやすくなるのでしょうか。
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あるいは、それは実際には難しいことだからできないのでしょうか。これに関するご意

見があればお伺いしたいのですが、いかがでしょうか。 

○日本郵便（株）鶴田執行役員  そもそも私どもが答えるのが適当かということもある

のですけれども、現在、ユニバーサルサービス、郵便については全国一律料金という規

制であるということです。例えば、地域ごとに料金を変えるとどうなるかというのを頭

の上で考えたとすれば、本来はそのほうがコストに見合った構造ですので、会社として

利益を出すことが至上目的であるとすれば、そのほうがいいのかもしれません。ただ、

私どもとしては、そもそも郵便のユニバーサルサービスを提供することを目的につくら

れた会社ですから、あまりそういうことを考えてもしようがないと思っています。 

  もう一つは、ユニバーサルサービスの全国均一料金というものが、随時、簡便に、ど

こでも出せる、つまり切手を張ってポストに入れれば、料金不足とかいう心配もなく、

間違いなく届くということと一体のものだと思いますので、全国均一料金制をやめてし

まうと、もうユニバーサルサービスの本質が変わってしまうのではないかという気はい

たします。 

○村本部会長  他にいかがでしょうか。 

  では、私から１つだけお伺いします。我々が今、議論しなければいけないのは、一般

信書便事業に参入する上で、参入要件が明確ではない、だから明確にしろというのが諮

問事項なのですけれども、その観点からすると、入り口のところで、信書便というのは

よく分からないからだめだと、あるいは、それが法律違反に問われることがあるからだ

めだと言われてしまうと、議論がそこから先へ進まないのですけれども、信書便につい

て言えば、引き受けとか、料金とか、配達とか幾つか要素があるのですが、どこがどう

なればというもう少しヒントになるようなお考えがあれば、伺っておきたいと思うので

すけれども、いかがでしょうか。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  よろしいでしょうか。 

○村本部会長  どうぞ。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  ある参入の要件を定めるですとか、業務範囲

を定めるというときに、その基準を信書という非常にわかりにくい概念で定めようとす

ると、どうしてもそこに、これは信書なのかどうなのかということで、非常に曖昧にな

ってしまうというところがあると思っています。そこは、そういう基準ではなくて、先

ほど来申し上げている、誰にとってもわかるような大きさといった外形基準によって業
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務の範囲を決めるということがないと、例えば信書という概念をそのままに業務の範囲

を見直したとしても、これは信書便なのだろうか、どうなのだろうかという区別は相変

わらず残りますので、それに違反してしまうと法違反に問われてしまう。やはりそうい

ったところから先に直さないと、お客様の不便といいますか、法違反にさらされるリス

クというのはなくならないという意味で、まずそこを変えるべきではないかと思います。 

○村本部会長  その論点は非常によく分かったつもりなのですけれども、それが満たさ

れたら、次にはこれがあるということはないのですか。例えば、引き受けのところでこ

ういうリスクがあるとか、こういう問題がある、あるいは配達のところでこういう問題

があるとかいうことはないのですか。もっと極端に言えば、ご主張が通ればやりますと

いうことになるわけですか。 

○ヤマト運輸（株）高橋営業戦略部部長  業務範囲を外形基準といったわかりやすい、

誰でもわかることにするのがまず先決だと思っています。その上で、いろいろな事業の

あり方というのは検討されるべきだと思いますけれども、そこのところで罰則というも

のがありますので、これは違反になるのだろうか、どうなのだろうかということが、日

ごろ荷物をお預かりする場面で起こっておりますので、そこをわかりやすくする。意図

しないままに容疑者にされる、取り調べを受けるということがなくなるようにというの

がまず先決だと思います。 

○村本部会長  他にございますか。 

○斎藤委員  せっかく皆様がおいでになっているので、ぜひご意見を伺いたいのですが、

私どもが諮問を受けておりますのは、ユニバーサルサービスの確保、それから郵便信書

便市場の活性化ということでございます。今、一般信書の問題に関して、お話を伺って

いますと、縮小しつつある市場の中でのパイの奪い合いのように聞こえてしまいました。

皆さんが一致して考えなくてはいけないのは、電子媒体によって縮小してきているこの

マーケットの中で、どうやって便利に、国民の方に利用し続けていただけるのかという

ことを、広い意味で考えることだと思います。皆様は、知恵を出して日々戦っていらっ

しゃると思いますが、その点に関してどういうことをお考えなのか。例えば、こういう

規制がなくなれば活性化ができるのではないかという市場全体のことについて、お考え

でしたら伺いたいと思います。 

○村本部会長  では、順番に、コメントがございましたら。 

○信書便事業者協会伊東会長  私どもも、こうあってほしいというのは何点かあります
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けれども、まず１点は、参入してくる事業者に対して信書というものがどういうものか

ということを教育しませんと、やはり封をあけてしまう、信書の秘密が侵されてしまう

という危険性がありますので、そこのところについては協会としても非常に気を使って

教育をしているところであります。そういう意味では、大きさとか、重さとか、そのよ

うな基準というのは少しそぐわないとは感じているところであります。 

  一方で、人が文をしたためる、人に対して思いを伝えるというのは、いかに電子媒

体、もしくは簡便な通信の手段が出てきたとしても、やはり日本人の心として、そうい

う文化をきちんと受け継がせるということが非常に重要かと認識しております。その意

味では、３号役務を提供しておりますけれども、単に弔辞の電報類似ですとか、慶弔の

電報だけではなく、もう少し人が思いを伝えられるようなものを工夫して活性化させて

いきたいとは考えているところであります。 

  先ほど申しましたレタックスさんのサービスについてもそうでありますけれども、別

に我々も安くやろうと考えているわけではありません。やはりそれぞれ企業、事業採算

があります。ただ、同じようなサービスが違う体系でもって価格差があるということは、

やはり国民にとってはわかりにくいと考えているところでありまして、そういうところ

については、もう少しわかりやすくしていただければと考えているということでござい

ます。 

  よろしゅうございましょうか。 

○村本部会長  ありがとうございました。佐川急便さん、何かございましたらどうぞ。 

○佐川急便（株）黒川営業戦略担当部長  まず、１点目のユニバーサルサービスの確保

という観点では、先ほどヤマト運輸さんからもお話があったとおり、我々は宅配便のイ

ンフラとしてのユニバーサルサービスというのはある程度確立できていると思っており

ます。先ほどから一般信書便のユニバーサルサービスというお話がございますけれども、

やはり一般信書便に関しては、配達日数の規定であったり、ポスト、あるいは、さまざ

まな規定を考慮すると莫大な投資がかかる。あとは、現状の郵便事業に対しての市場が

非常に成熟化している。これがさらに規制緩和されて、皆さんが入ってくると、ここに

今度は価格競争が起こっていく。 

  こういった現象を踏まえていくと、莫大な投資をかけて、ここにユニバーサルサービ

スを確保できるだけのインフラをつくっていこうとはならないと考えております。とは

言いながらも、現状の郵便サービスの水準、インフラは絶対に低下させるべきではない
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と考えております。そういった観点で申し上げますと、今の日本郵便さんのインフラを

ワークシェアさせた活用の仕方等、こういった部分的参入というような考え方であれば、

一般信書便というものについての検討は可能かと考えております。 

  その反面、弊社としては既に特定信書便事業者になっておりますので、先ほども申し

上げたとおり、特定信書便のサイズの規格であったり、あるいは信書の取り扱いの判断

が非常につきづらい。例えば、手紙、はがきであればわかるのですけれども、そういっ

たもの以外に関しては非常にわかりづらいところがありますので、ある程度こういった

ものが明確になることによって、荷主様、荷受人様を含めて意識を図ることによって、

活性化というのはまだまだ検討できるかと考えております。 

  それにあわせまして、我々はやはり特定信書便という中で、付加価値をつけて、ここ

を融合したサービスにして利便性を上げていく。そういったことに努めることによっ

て、活性化を含めて拡大していくというようなことは考えております。 

  以上でございます。 

○村本部会長  ありがとうございました。どうぞ。 

○ヤマト運輸（株）長尾常務執行役員  まさに斎藤委員のおっしゃるとおりで、やはり

市場全体としていかに活性化をしていくかということだと思っています。そういう意味

で申し上げますと、我々、この宅急便を始めてもう３７年になりますけれども、我々が

宅急便を始めたことによって宅配便という市場が日本では生まれ、競争によってサービ

スも上がり、まさに佐川急便さんがおっしゃったように、我々がインフラ的にかなり位

置づけられているところまで来つつあると考えております。 

  そういう意味で申し上げますと、今、おっしゃった一般信書の分野に関しても、やは

りお客様の立場に立って、利用者が非常に使いやすいものを創造していくことが必要な

のだろうと思っています。例えば、日本郵便さんも展開をされているメール便という市

場は、やはり非常に大きくなりました。もう今や、市場全体としては５０億通を超える

ような市場になっております。そういう意味で申し上げますと、やはりお客様の利便性

というものに応えていくサービス展開をしていけば、どんどん市場というものは広がっ

ていくだろうし、さらに使いやすいものができていくだろうと考えております。 

  以上が我々の見解でございます。 

○日本郵便（株）鶴田執行役員  日本郵便としましては、現行の規制についてどうこう

ということは特段ございません。といいますか、現行の規制のもとで、いかにきちんと
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やっていくかということが使命だと思っております。 

  ただ、ご指摘のように、電子的な手段などによって郵便がだんだん減ってきている

と。冒頭もちょっとご説明いたしましたけれども、そういう状況に対してきちんと対応

していかないといけないと思っています。先ほど事業者協会さんのほうからもありまし

た、人が文をしたためるというようなところはだんだん薄れてきているのかなと思って

おりまして、例えば学校教育とか、あるいは生活の中で、いかに郵便というものの大事

さを普及していって、文化を維持していくというところは一つあろうかと思います。 

  とはいいましても、それだけで維持できるかというと、なかなか厳しいものはあると

思っていますので、もちろん業務運営はいろいろ、機械化などをして効率化するという

こともあります。あるいは、民間会社になりましたので、工夫して事業範囲も拡大して、

いろいろなところに出ていくということをやらないといけないというようなことは思っ

ておるところでございます。 

○村本部会長  ありがとうございました。 

  今日は大変貴重なお話を伺えて、ありがとうございました。事業者の皆様はこれで退

席されますが、我々、まだ分からないことがたくさんあると思いますので、また色々伺

わせていただくこともあろうかと思いますので、そのときはよろしくお願いいたします。

今日はありがとうございました。 

 

  （２）ユニバーサルサービスコスト算定に関する手法等について 

 

○村本部会長  それでは、議題（２）ユニバーサルサービスコスト算定に関する手法等

という議題に入ります。今日は、総務省の委託調査研究によりまして、ユニバーサルサ

ービスコストの算定モデルなどの検討を行っておられる三菱総合研究所にご出席いただ

いております。まず、事務局からこの調査の概要をご説明いただいた後、委託事業者の

三菱総研のほうから、この件についてのご説明をお願いしたいと思います。 

  それでは、まず事務局からのご説明をお願いします。 

○松岡郵政行政総合研究官  私、事務局の松岡のほうから、状況を説明させていただき

ます。 

  お手元のこれまでの資料というところの諮問でも書いてございますが、答申を希望す

る事項（１）のうち、ユニバーサルサービスの内容、水準に加えて、コスト算定手法の
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整理というところについてです。これは、電気通信のユニバーサルサービスのコストな

どがそうなのですけれども、モデルを構築して、それによって試算をするという形で、

それが全国にある、電気通信ですと電気通信の市内局から回線といったものを全てシュ

ミレーションすることになって、そのあたりの技術的なところは非常に複雑なものがあ

ることから、その点については調査研究を委託するという形で、三菱総研さんにお願い

をしているところになります。これ自体、結構時間がかかる代物ではございますけれど

も、とりあえずその検討に着手をし、今のところ整理されているものについて、この場

でご紹介させていただければと考えている次第でございます。 

○三菱総合研究所中村情報通信政策研究本部長  では、引き続き三菱総合研究所のほう

から概要についてご説明させていただきます。お手元の資料４－２－１から３までの資

料、３つ使ってご説明をさせていただきます。最初に、サービスコスト算定の手法論の

概要についてご説明させていただき、２番目に、それらを使って諸外国のほうでどのよ

うな算定を行っているかという簡単な資料をつけてございます。最後に、今回のコスト

算定モデルの構築に当たっての目的、目標と、その構成に当たってのいろいろな要件の

考え方についてご説明させていただきたいと思います。 

  それでは、吉田研究員のほうから説明させます。 

○三菱総合研究所吉田嘱託研究員  それでは、まず資料４－２－１からご説明いたしま

す。 

  ユニバーサルサービスにはコストがかかるものだという認識は皆さんお持ちかと思い

ますけれども、なぜユニバーサルサービスの定義を決めて、ユニバーサルサービスを担

う事業体を決めるかといいますと、放っておけば採算のとれない地域、または採算のと

れないサービスが立ち行かなくなる、サービスを提供されなくなるおそれがあるという

ことから、定義をして担う事業体を決めて、それで法制度化するということが一般的に

行われております。 

  郵政のユニバーサルサービスといいますのは、郵便事業と、それから郵便局の窓口に

おける郵便と銀行と保険のサービス３事業を一体的に提供すること、この２つがユニバ

ーサルサービスと定められておりまして、日本郵便株式会社様がその義務を担うという

枠組みになっております。ユニバーサルサービスの義務を負うということは、要は負担

を負うということでもございますので、そのユニバーサルサービスの義務を負った事業

体に対してどういった支援策をとればいいのかというのが、ユニバーサルサービス確保
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策ということになります。 

  資料４－２－１の３ページをごらんください。こちらのほうに主な確保策が書いてご

ざいますけれども、例えば、一部の地域でクリームスキミング的な参入ができないよう

に、参入する場合には必ず全国で提供することを義務づけるといったような参入条件を

つける。 

  あるいは、独占範囲というものを確保して、その独占範囲で財政基盤、要は収益が上

がるように支援策をとるといった方法。 

  ３番目は基金という方法でして、これは電気通信のユニバーサルサービスでとられて

いる支援策でございますけれども、ユニバーサルサービスにかかる負担分というものを

関係事業者が拠出をして、実際にユニバーサルサービスを担っている事業体に交付する

という枠組みでございます。ただ、電気通信では、固定電話や携帯電話をお使いになっ

ている皆様方の請求に、ユニバーサルサービス料金というものが月々数円課せられてい

るのですけれども、それを事業体で集めてＮＴＴ東西に交付するという枠組みが、現在、

とられております。 

  ４番目は、政府の支援、直接的にユニバーサルサービスを担っている事業体に国庫か

ら財政支援を行ったり、あるいは国が優遇税制を設けるといったようなやり方もござい

ます。 

  ５番目は競争入札という方法でして、条件が不利な地域において政府等が競争入札を

実施して、一番金額の少ない応札者に事業を担っていただくといったような方策もござ

います。 

  こういった幾つかの確保策がございまして、これを幾つか組み合わせて使うといった

こともとられております。特に、３番と４番の基金を拠出する、あるいは実際に支援を

行うといった場合に、では幾ら支援すればいいのか、幾ら渡せばいいのかというユニバ

ーサルサービスに対する補助額の算定が必要になってまいります。 

  ユニバーサルサービスコストといいますのは、ユニバーサルサービスにかかる費用全

体額のことではなくて、ユニバーサルサービスを維持するために支援すべき額のことを

申します。このユニバーサルサービスコストをどのように算定すればいいかというのは、

幾つか考え方がございまして、４ページ目にその大きな考え方が２つ紹介してございま

す。 

  ユニバーサルサービスコストをどういうふうに算定するかといいますと、一般的に
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は、もしユニバーサルサービスの義務が課せられていなかったら、ユニバーサルサービ

ス義務を負っている事業体はどういう行動をとるだろうかという、想定する２つの考え

方から枠組みが一般的に考えられております。 

  １つ目は、提供事業者の行動が採算のとれない地域や、採算のとれないサービスをや

めると想定することによって、やめた場合に幾ら利益が上がるのかということで、その

利益改善額をユニバーサルサービスコストとみなす方法、その分を支援すればよいと考

える方法で、ＮＡＣ法と呼んでおります。 

  もう一つは、赤字の地域、または、サービスをやめるのではなくて提供し続けるので

すけれども、サービス水準を変更することによって利益改善を図る。例えば、郵便の場

合は配達回数が週６日と定められておりますが、これを５日に減らすことによって１日

分のコストが浮きますので、その分で収支改善が図れるだろうと想定をして、その改善

額をもってユニバーサルサービスコストとする方法でございます。先ほどご指摘のあり

ました、全国均一料金をやめて地域別の料金にした場合にどのくらい助かるのかといっ

たアプローチも、当然この中に入ってまいります。これをＰＡ法と申します。 

  大きくこの２つが諸外国でも採用されている方法でございます。 

  ＮＡＣ法、ＰＡ法を簡単に図で示したものが次の５ページになります。まず、左側の

ＮＡＣ法の図でございましてけれども、横軸は地域が並んでいるとお考えください。左

側のほうは採算の合わない赤字の地域、右側のほうが収支がとれている黒字の地域でご

ざいます。こういった収支曲線がある中で、特に赤字の地域の全体の赤字額を積算した

ものがユニバーサルサービスコストであるとみなすのがＮＡＣ法でございます。 

  一方、ＰＡ法といいますのは、同じように地域が並んでいて収支曲線がある場合に、

あるサービス条件を緩和した場合、収支曲線は上に上がりますので、その上がった分の

改善額、総じて改善する額を積算するのがＰＡ法になります。 

  ６ページ目、もう少しほかの考え方もございますので紹介いたしますが、ＥＰ法とい

う考え方が一つございます。これは、独占分野に事業者が参入した場合に失うであろう

利益、逸失利益をもって、黒字プロダクトの利益水準の低下をはかって、これをユニバ

ーサルサービスコストとみなす考え方でございます。 

  あるいは、ベンチマーク法というものもございまして、電気通信のユニバーサルサー

ビスではこの方法がとられております。いろいろな地域における単位当たり、電気通信

の場合ですと、１回線幾らコストがかかっているかということを計算するのですが、そ
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れが非常に低い地域から高い地域までありまして、特に高コストの地域において、ある

一定の水準を超えている費用額は全て負担、支援しましょうという考え方でございます。 

  ７ページ目をごらんください。こちらにＮＡＣ法、ＰＡ法、ＥＰ法、ベンチマーク法

といった主な算定方式の長所と短所をまとめてございます。 

  例えば、ＮＡＣ法の長所は、ユニバーサルサービスの義務を維持した上で、コスト補

塡をどうすればいいかということを考える場合に適した方法です。もう一つ、何が赤字

なのか、どこが赤字なのかといったことを洗い出すことができる手法になります。 

  ＰＡ法の長所といたしましては、ユニバーサルサービス義務を緩和した場合の影響、

配達の回数ですとか、料金体系ですとか、そういった定められているサービス水準を緩

和した場合の影響を評価することができる方法でございます。サービス水準を変更した

場合に、どういう利益改善額があるのかというのを知る場合に適した方法になります。 

  一方、短所のほうでございますけれども、ＮＡＣ法はサービス水準の変更による利益

改善額は算定できません。ＰＡ法に関しては、法制度の変化に対応した事業者の行動を

仮定する。例えば、こういうサービス水準を変えたいと思っているだろうと想定するこ

とになりますので、そのあたりの恣意性が高いことと、計算が若干複雑になるというこ

とがございます。 

  ＥＰ法は、独占分野が存在しない場合には適用できない方法になっております。 

  ベンチマーク法は、ベンチマークの水準、要は一定水準以上を負担しましょうといっ

た場合、その一定水準をどう決めるのかというのが非常に恣意性が高くて、なかなか説

明のつかないことが多いです。こういった特質がございます。 

  コスト算定モデルの構築方法として、８ページ目にご説明しておりますが、大きくト

ップダウンとボトムアップの方法がございます。トップダウンといいますのは、ユニバ

ーサルサービス義務を負っている事業体の実際の会計実績をもとに、それを細かく地域

別なり、プロダクト別に分けていきまして、ユニバーサルサービスにかかる部分、ある

いは特定の地域のコスト、収入は幾らなのかということを分解して求める方法でござい

ます。一方、ボトムアップといいますのは、一定の需要があると想定した場合に、その

需要に対して幾らコストが必要なのかということを積み上げていく方法になります。 

  トップダウンモデルは、基本的には事業体さんが構築することが多く、第三者がつく

ることがなかなか難しい。あるいは、サービス水準が変わった場合にどうなるかといっ

た感度分析がしにくい。あと、検証がしにくいといったデメリットがございます。 
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  一方、ボトムアップモデルは、逆に感度分析が容易であり、第三者でも構築ができ、

検証性が高いといった利点がございまして、規制当局がモデルをつくる場合にはボトム

アップモデルが採用されるケースが非常に多いです。 

  先ほど、ユニバーサルサービスコストの算定方式として、大きくＮＡＣ法とＰＡ法が

あると申しましたが、トップダウンはＮＡＣ法には向きますが、感度分析がなかなかし

づらいですのでＰＡ法には向きません。ボトムアップモデルは、どちらの手法にも対応

可能でございます。 

  続きまして、資料４－２－２をごらんください。諸外国における郵便のユニバーサル

サービスコスト算定の事例をお示ししております。諸外国では郵便がユニバーサルサー

ビスに指定されておりまして、日本のように郵便局による３事業一体の提供をユニバー

サルサービスとしている諸外国は今のところございません。ですので、郵便がユニバー

サルサービスと指定されていて、その郵便にかかるユニバーサルサービスコストは幾ら

なのだろうということを算定した事例が幾つかの国でございます。 

  採用されている算定方式はＰＡ法とＮＡＣ法がほとんどでございますが、最近はＰＡ

法の採用が増える方向にございます。ＮＡＣ法といいますのは一部の地域でサービスを

やめることを想定いたしますので、郵便に関してはそれを想定すること自身があまり現

実的ではないということで、サービス水準の緩和を想定したＰＡ法のほうが採用される

傾向にございます。 

  実際に支援が行われているかどうかでございますけれども、実際に支援が行われてい

る例はまだあまり多くございませんで、国庫から直接補助がされる、あるいは基金から

支援額が交付されるといった国が幾つかございます。これ以外に、付加価値額、いわゆ

る消費税を免除するといったような支援策もとられております。 

  最後に、資料４－２－３をご説明いたします。私どもは、今回、郵政ユニバーサルサ

ービスコストを算定するモデルを設計するという業務を受託しておりまして、それをど

う考えればいいかということをまとめた資料でございます。 

  まず、最初に３ページをごらんください。郵政のユニバーサルサービスといいますの

は、郵便局における窓口業務と郵便事業の２つからなっておりまして、これらのコスト

を算定して、かつ、これらの収入と費用を算定して、地域別またはサービス別にどうい

う収支構造になっているのかということをモデル化することを目的としております。こ

うしたモデルをつくることによって、ユニバーサルサービス維持に関する大局的な判断
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材料が得られる。あるいは、定量的、客観的に評価できるということを目的にしており

ます。 

  そもそも、日本郵便さんが提供されているユニバーサルサービスの収入と費用がどう

いう仕組みになっているのかをご説明しますと、郵便に関しては利用者が払う郵便料金、

はがき５０円、封筒８０円といった料金が直接的に収入になっております。銀行や保険

の窓口サービスといいますのは、直接的には収入がございませんで、委託されているゆ

うちょ銀行、かんぽ生命からの会社としての窓口業務委託手数料、会社として一体的に

支払われている委託手数料が収入に相当しております。費用に関しましては、窓口を運

営する費用と、郵便を引き受けて所定の場所に運んで、宛て先に配達するまでの費用、

これらが費用として発生しております。 

  ４ページ目に参りまして、コスト算定モデルでは、まず地域別と役務、要はサービス

別の収支状況を算定できるようにするということを目的にしたいと考えております。右

の上にあります表のようなものをアウトプットするイメージでございます。こういった

収支表が算定できれば、これからＮＡＣ法のユニバーサルサービスコストであったり、

ＰＡ法のユニバーサルサービスコストが算定できますので、まずはこの収支表をアウト

プットにしたいと考えております。また、コスト算定の方法としては、ＮＡＣ法、ＰＡ

法、どちらのユニバーサルサービスコスト算定の方式にも対応可能なモデルとしたいと

考えております。 

  ５ページに参りまして、もう少し細かい内容でございますけれども、モデルの要件と

して考えているものをご説明申し上げます。 

  まず最初に、モデル構築方法は、規制当局がつくるモデルとして一般的であって検証

が容易であるもの、感度分析がしやすいということで、ボトムアップモデルとしたいと

思っております。 

  地域別にどの地域が赤字なのか、黒字なのかということを把握する必要がございます

けれども、その地域単位をどうするかということに関しましては、集配のエリア、郵便

を配達する一定のエリアがございますけれども、それが全国で約１,０００ございます

ので、その単位で収支算定をしたいと考えております。 

  収支算定の役務単位、サービス単位といいますのは、郵便に関しましては第一種、第

二種、第三種、第四種といった役務ごとに算定する。加えまして、銀行の窓口業務と保

険の窓口業務についても、それぞれ幾らかかっているのか、収入が幾らあるのかという

－34－ 



ことを算定したいと思っております。 

  収益と費用の算定方法につきましては補足でご説明いたしますので、ここではちょっ

と飛ばしまして、その下のほうの共通費の扱い等をご説明いたします。共通費といいま

すのは本社の経費であったり、管理部門の経費ということですけれども、こういったも

のは計上しないという考え方もございますが、このモデルでは計上して、かつ各地域、

各プロダクトに配布をするということを考えております。 

  収支の算定範囲でございますが、日本郵便さんが担っておられるサービス全てではな

くて、そのうちのユニバーサルサービスと定められている部分についてのみ、収入と費

用を算定するということを目的としたいと考えております。 

  あと、費用を算定する際に、効率性を考慮すべきかどうかという問題がございます。

通信のモデルでは効率性を考慮するようなモデルになっておりますが、郵便の場合は効

率化といいましてもほとんど人が動く事業体でございますので、そこの効率性をどのよ

うに図るか、予測するかというのは非常に難しいということもございます。現段階では

将来的な効率化は予測がちょっと難しいので、今のところ現状の効率性を所与とすると

いうふうに考えております。 

  サービス水準に関しましても、現在、提供されているサービスの水準を所与として算

定したいと考えております。 

  ６ページ目はもう既にご説明しましたので割愛いたしまして、７、８、９ページでち

ょっと細かいところをご説明しますが、なぜ地域単位を集配エリア１,０００と考える

のかということのご説明でございます。例えば、郵便局そのものの窓口を考えますと、

郵便局は全国で２万４,０００ございますので、郵便局ごとに算定すればいいのではな

いかということもあるかと思いますが、実際には郵便局だけではとじていない業務がた

くさんございます。 

  絵にお示ししますように、郵便といいますのは窓口業務だけを行っている郵便局と集

配業務も行っている郵便局に分かれております。集配業務を行っている郵便局が窓口郵

便局やポストやコンビニで差し出された郵便を全てトラックなり何なりで集めて回って、

集配郵便局に集めて、初めてそこで宛て先別に仕分けをして、発送するという仕事をし

ております。配達につきましても、集配業務を行っている郵便局の方がその集配エリア

の全ての配達を担っておりまして、窓口業務だけを行っている郵便局の方は配達はして

いません。そういうこともありまして、郵便サービスを考えますと、集配エリアという
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のが一つのサービス提供のくくりになっておりますので、郵便の場合はこの単位にせざ

るを得ないかと思っております。 

  一方、窓口業務に関しましても、保険の営業の方がお客様を訪問する際に、お客様が

利用する郵便局の方が必ずしも行くわけではございません。やはり保険の営業を統轄的

に担っている郵便局の方が、個別の郵便局も含んだエリアに対して営業なさっていたり

しますので、地域のすみ分けがきっちりはできていない構造になっております。ですの

で、やはり郵便の窓口業務や保険の窓口業務につきましても、集配エリアを基本とした

ほうがいいのではないかと考えました。 

  次に、８ページ、収入と費用の算定方法のご説明でございます。まず、郵便のサービ

スでございますが、郵便の地域別の収支といいますのは、その地域で得られた収入、郵

便の料金収入と、その地域でかかった費用で評価してしまいますと、なかなかアンバラ

ンスなことが起きてしまいまして、ほかの地域で発生した収入なり費用なりを別の地域

につけかえて算定することが必要になってまいります。そういった考え方をとりたいと

思っておりまして、簡単な事例を絵に示しております。 

  例えば、非常に企業が多くて差し出し郵便が多い地域、Ａ地域、１万通差し出されて

いますが、そのうちの５００通が同じ地域内に宛てる郵便で、残りは全てほかの地域に

差し出されています。一方、Ｂ地域といいますのは、非常に差し出しも少なくて、お客

様も少ないような地域とお考えください。１,０００通しか差し出されないのですが、

うち５００通を自分の地域で配達して、残りはＡ地域のほうで配達をするというような

簡単な構造があるとします。 

  発生費用で見てしまいますと、例えばＡ地域は１万通の収入がありますので、企業は

バルクで出しますので、多少割引されて８０円の封筒が７０円ぐらいとして、７０万円

ぐらいの収入が発生します。一方、引き受け、配達は非常に効率的にできますので、例

えば配達１通１０円でできますということで、あまりコストがかからない。そうすると、

Ａ地域はものすごい黒字になるわけです。一方、Ｂ地域は、１,０００通しか引き受け

がありませんので、８万円しか収入がございません。それに対して、１万通配達してい

まして、かつ非常にコストがかかる。１通当たり７０円ぐらいコストがかかるというこ

とを想定しますと、配達に７０万円ぐらいかかっている。大幅な赤字になってしまいま

す。 

  こういった発生地域だけで見るという見方はあまり適正ではございませんで、既に郵
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便モデルというものが構築されているんですけれども、郵便モデルでは、その地域で配

達された郵便の収入とかかった費用を、その地域の収支としましょうという見方をとっ

ています。例えば、Ｂ地域のほうでは、自分のところでは１,０００通しかなかったの

ですけれども、配達は１万通やっていますので、１万通分の収入を立てます。その１万

通の引き受けにかかった費用もＢ地域のほうで、Ｂ地域の分とＡ地域の分と足し算をし

ます。配達に関してはＢ地域で行っていますので、Ｂ地域の配達コストを計上するとい

うような方法で、ほかのＡ地域のコストや収入をつけかえることによって評価するとい

う方法をとっております。 

  今、配達側で見るという方法をご説明いたしましたが、ほかにも考え方が幾つかござ

いまして、その地域で差し出した郵便物の収入と費用を計上しようという発側地域別収

支という方法もございます。あと、その地域で取り扱った郵便に対して費用と収入を計

上しようという方法です。例えば、５０円というはがきがあった場合に、引き受け側に

は１０円、配達側には４０円配付しようといったような収入の配付を行うことになりま

す。幾つかの方法が考えられるため、幾つかの方法が郵便モデルでは実装されておりま

す。 

  最後、９ページ目でございますが、郵便局の窓口サービスについてはどう考えるかと

いうことでございます。郵便局の窓口サービスは、特に費用についてはその地域で発生

した費用をそのまま計上すればよいと考えておりますが、収入に関しましては、手数料

の収入が会社一体として支払われている額でございまして、各地域それぞれ幾らの手数

料ということは全く把握されておりませんので、その収入をどう分けるか、収入をある

基準を持って各地域に分けることによって収支を把握したいと考えております。 

  収入の分け方の方法を下に書いてございますが、収入の分け方は幾つか考え方がある

と思います。収入というものは、要は郵便の窓口業務に対する効用をどう評価するか、

その価値をどう見るのかということになると思います。例えば、郵便局がそこにあると

いうことを価値とみなすのであれば、郵便局の数、１つあれば同じ価値であるとみなし

て、均等に収入を割り振ってしまうという考え方もあると思います。 

  ここにお示ししたものは、そうではなくて、窓口がたくさんある郵便局と、窓口が１

つしかない郵便局もございますので、やはり規模を少し勘案して、窓口のたくさんある

郵便局にはたくさん収入を、窓口が１個の郵便局には少ない収入を割り振ろうという考

え方が、郵便局の規模比、窓口数に応じて収入を分けたらどうかという考え方でござい
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ます。 

  そうではなくて、窓口の価値といいますのはそこがどれだけ利用されたかであると考

えますと、利用量で収入を分けるという評価の方法もございます。その場合は、郵便局

で取り扱った業務の件数であるとか、どのぐらいお客様に対してサービスを提供したか

という指標、数値をもって収入を割り振るという考え方であります。 

  今のところ、当社は、ユニバーサルサービスを考えた場合、お客様にユニバーサルサ

ービスを提供しているところでどれだけコストがかかっているのか、余計なコストがか

かっているのかということを見た場合には、やはり全体の利用量に対して収入が発生し

ておりますので、利用の度合いに応じて収入を分けるということが目的には一番合って

いるのではないかと考えている次第でございます。 

  以上、ご説明を終わらせていただきます。 

○村本部会長  ありがとうございます。 

 

  （３）その他 

 

○村本部会長  最後に、前回の部会で井手部会長代理からご指摘のあった諸外国の付加

価値税の状況をまとめていただいたので、この説明をお願いいたします。 

○松岡郵政行政総合研究官  では、事務局のほうから説明をさせていただきます。資料

４－３をごらんください。これは、前回お示ししたものに、今回、調べた結果を追加し

たものでございます。 

  おめくりいただいた２ページ、３ページについては前回と変わっていませんので、何

もつけていません。説明は割愛させていただきます。 

  ４ページに行っていただきまして、ここで赤字で書いた部分が前回から追加したとこ

ろでございまして、調べ直した結果でございます。 

  まず、付加価値税に関して申し上げますと、英国、ドイツ、フランス、イタリア、ど

こでも基本的に免除となっています。その対象ですが、英国、フランス、イタリアとも

に、ユニバーサルサービス対象の郵便サービスについて付加価値税は免除するというこ

とになっています。 

  ドイツは若干複雑でして、ユニバーサルサービス対象のもののうち、法人顧客につい

ては２キログラム以下の５０通まで、個人顧客が発送する２キログラム以下の信書、２
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０キログラム以下の小包、これらが付加価値税免除の対象とされております。 

  あと、ドイツについては競争入札制度があるということで、これを調べたものがドイ

ツの欄の上のほうに赤で書いてございます。競争入札は３段階から構成されておりまし

て、第１段階は、ユニバーサルサービスが確保されていないと連邦政府が判断した地域

について、まずユニバーサルサービスを補償金なしで提供する事業者を公募します。こ

れで手が挙がった場合はその事業者にやってもらうのですが、公募に手が挙がらなかっ

た場合は、国がそこの地域なり何なりの市場支配的な事業者に対して提供を義務づける

ことができます。 

  この事業者が、ユニバーサルサービス義務を課されたことによって経済的な不利益が

生じるということで補償金が欲しいと要求する場合には、義務を負わされた事業者自身

が、ここでユニバーサルサービス義務を効率的にやってもこんな不利益が出ますという

ことを立証した上で補償金を要求するという形になります。補償金を要求された場合、

事業者の言い値をそのまま補償金として出すのではなくて、改めて国のほうで競争入札

を行いまして、それに応募した中で要求補償額の一番低いところが落札をして、ユニバ

ーサルサービスを請け負うという形になります。 

  この委託金はユニバーサルサービス基金から拠出すると、このような枠組みが法律で

決まっております。ただし、入札を行った実績は①の段階からございません。 

  以上、追加になります。 

○村本部会長  ありがとうございました。 

 

閉  会 

 

○村本部会長  以上で、今日の議題は終わりです。皆様から何かございますか。 

○松岡郵政行政総合研究官  次回、２月ですけれども、中間答申に関しての論点整理を

議論させていただきたいと思っております。時間も限られている中ではございますが、

論点整理を議論するための参考に資するために、委員の皆様、臨時委員の皆様に、今ま

での議論を踏まえてご意見をいただければ幸いです。様式は適宜で構いませんので、１

カ月後、来年の１月１５日までに事務局のほうにお寄せいただければ、それを踏まえた

形で次回の会合の資料を作成させていただきたいと考えております。 

○岡崎郵便課長  失礼します。そのような予定でいたのですけれども、今日の議論を聞
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いておりますと、ご質問までで終わってしまって、なかなか議論というところまで深ま

らなかった点もありますので、もしよろしければ、単純に１月１５日ということではな

くて、我々のほうから先生方のほうにお話をお伺いして、少し問題意識のほうを明確に

させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○村本部会長  はい、分かりました。３月までに何らかの答えを出すという目標があり

ますものですから、我々も事務局と議論しながらもう少し論点を詰めていく。その上で

また議論するということにしたらいいかと思います。それでは、そういうことでお願い

します。 

  今日は、ありがとうございました。 
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